
モ
ル
デ
ィ
ブ
共
和
国
下
水
処
理
及
び
地
下
水
管
理
能
力
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
前
調
査
・
実
施
協
議
報
告
書

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

独立行政法人国際協力機構

スリランカ事務所

スリ事

J R
08-008

No.

平成 20 年10月

（2008年）

モルディブ共和国

下水処理及び

地下水管理能力向上プロジェクト

事前調査・実施協議報告書

平
成
20
年
10
月



モ
ル
デ
ィ
ブ
共
和
国
下
水
処
理
及
び
地
下
水
管
理
能
力
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
前
調
査
・
実
施
協
議
報
告
書

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構

独立行政法人国際協力機構

スリランカ事務所

平成 20 年10月

（2008年）

モルディブ共和国

下水処理及び

地下水管理能力向上プロジェクト

事前調査・実施協議報告書

平
成
20
年
10
月



 

 

序     文 

 

日本国政府は、モルディブ共和国政府の要請に基づき、下水処理及び地下水管理能力向上プロジ

ェクトを実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの協力を実施することとなりまし

た。 

当機構は協力の開始に先立ち、本件を円滑かつ効果的に進めるため、2008 年 6 月 21 日から同年 6

月 26 日までの 6 日間にわたり事前調査団を派遣しました。 

調査団は本件の背景を確認するとともにモルディブ共和国政府の意向を確認し、かつ現地での踏

査及び協議結果を踏まえ、プロジェクト実施に関する協議議事録（M/M）に署名しました。その後、

モルディブ共和国側との最終調整を経て、2008 年 9 月に当機構スリランカ事務所により討議議事録

（R/D）の署名・交換が行われました。 

本報告書は、今回の調査及び協議結果を取りまとめたものです。調査にご協力いただいた関係各

位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 20 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

スリランカ事務所長 金子 篤 
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Ⅰ．事前調査 
 

第１章 事前調査団の派遣 
 

１－１ 要請背景及び調査団派遣の経緯 

モルディブ共和国（以下、「モルディブ」と記す)は、2004 年に起きたスマトラ島沖地震・インド

洋津波により多くの島が被害を受け、地下水は海水の浸入によって汚染され、島の住民の生活用水

源が奪われた。また、住民の住む多くの島において、津波による損傷を受けた汚水浄化槽や浸透槽

から汚水が地下水に浸入し、水質の悪化が確認された。 

わが国はモルディブ政府の要請に基づき、独立行政法人国際協力機構（JICA）緊急開発調査「モ

ルディブ国地方島津波災害緊急復旧・復興支援プロジェクト」の調査団を派遣し、下水分野におい

ては、津波により汚染された地下水環境を保全するため、ラーム環礁イシドー・カライドー島にお

いて下水処理システムを設計した。本下水処理システムは津波ノンプロジェクト型無償資金協力の

一環として整備が進められ、現在、施設は稼働している。 

他方、津波被害後、各ドナーによる下水道施設事業は合計38島にわたり、第7次国家開発計画（2006
～2010 年)では、人口が 2,000 人を超える島のすべてに下水道施設を敷設するとしているが、下水道

施設を実施する際に、ドナー及び開発者から提出された申請書類を審査する環境・エネルギー・水

省（MEEW）モルディブ水衛生庁（MWSA）は、その能力不足により適切な審査が行えず、このた

めドナーごとに異なったシステムを導入し、システムの運営を適切に行うことができていない。 

こうしたなか、2006 年 8 月にモルディブは日本国政府に対し、選定された地方島におけるコミュ

ニティ主導型下水処理システムの導入、MEEW スタッフと地方島住民の能力強化、水文データベー

スの構築を活動内容とした技術協力プロジェクトの要請をしてきた。そして、2007 年 3 月及び 2008
年 3 月に実施されたプロジェクト形成調査により、モルディブ側から緊急的な対応として地方島に

適切な下水道施設を設置するための設計・審査能力向上を目的とした支援を要請したいとの確認が

とれたため、2008 年 5 月に当該内容について日本国として支援することが決定された。 

かかる経緯を踏まえ、JICA は協力の必要性・妥当性について検討するとともに、実施体制や具体

的な活動内容についてモルディブ政府側と協議することを目的として事前調査を実施するに至った。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

本事前調査においてはモルディブ側関係機関と協議を行い、下水処理及び地下水管理能力向上に

係る技術協力プロジェクトの要請内容の確認やニーズ把握を含む以下の活動を行ったうえで、協力

の内容・範囲・投入規模等の基本計画を策定し、協議議事録（M/M）に取りまとめ、署名・交換を

行うことを目的とした。 

(1) モルディブの下水処理対策における政策・制度面に係る課題及びニーズの確認 

(2) プロジェクト内容検討のために必要な情報収集と、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）案、活動計画表（PO）案及び投入計画案の作成 

(3) 技術協力プロジェクトの枠組みについてカウンターパート（C/P）機関の理解を得、プロジェ

クト実施体制案を確認 
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１－３ 調査団の構成 

 担当分野 氏 名 所  属 派遣期間 

1 団長/下水処理 鎌田 寛子 JICA 国際協力専門員 6 月 21 日～27 日 

2 協力企画 野々部 誠 JICA/JOCV モルディブ駐在員事務所駐在員 現地参団 

3 協力企画 飯田 学 JICA スリランカ事務所所員 6 月 22 日～25 日 

 

１－４ 調査日程 

日順 月 日 曜 鎌田 野々部 飯田 

1 6 月 21 日 土 モルディブ着    

2 6 月 22 日 日 

JICA/JOCV モルディブ駐在員事務所にて事前打合せ 

外務省対外援助局（DER）表敬 

MEEW 表敬 

MWSA 表敬 

国際赤十字（IFRC）、米国赤十字（ARC）、 

フランス赤十字（FRC）表敬 

モルディブ着 

3 6 月 23 日 月 

MEEW 及び MWSA との協議 

国連児童基金（UNICEF）表敬及び打合せ 

津波復興計画（円借款）関係者表敬 

4 6 月 24 日 火 MEEW 及び MWSA との協議 

5 6 月 25 日 水 

M/M 案の作成 
M/M 案に関する MEEW 及び MWSA との協議 
DER、MEEW 及び MWSA への M/M 案提出 
国連開発計画（UNDP）との打合せ 

6 6 月 26 日 木 
M/M 署名 

フルマレ開発公社（HDC）との打合せ 
  

7 6 月 27 日 金 モルディブ発     

 

１－５ 主要面談者 

(1) 外務省対外援助局（DER） 

Ms. Aishath Azeema Director 
Mr. Ifa 

 
(2) 環境・エネルギー・水省（MEEW) 

Mr. Abdul Razzak Idris Deputy Minister 
Mr. Ahmed Saleem Permanent Secretary 
Ms. Shaheeda Adam Ibrahim Director General 
Mr. Ali Sameen Mohamed Project Officer 
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(3) モルディブ水衛生庁（MWSA） 

Dr. Mohamed Ali Executive Director 
Mr. Yareed Ahmed Assistant Director 
 

(4) 国連児童基金（UNICEF） 

Mr. David Proudfoot Project Officer，Water and Environment Section (WES) 
Ms. Shadiya Adan WES Officer 

 
(5) 国連開発計画（UNDP） 

Mr. Azlifa Yoosuf Program Associate 
 

(6) 国際赤十字（IFRC） 

Mr. Simon Turner Director 
 

(7) フランス赤十字（FRC） 

Ms. Sandrine Leymarie Head of Delegation 
Ms. Daniela Melillo Construction Programs Coordinator 

 
(8) 米国赤十字（ARC） 

Mr. Daniel Curtiss Head of Office 
Mr. Tom Maccoon Director 
Mr. Murushida Program Coordinator，Water Supply and Sanitation  

(WATSAN) 
 

(9) Civil Service Commission 
Mr. Adbul Muhsin Mohamed Vice Chairman 

 

(10)フルマレ開発公社（HDC） 

Mr. Suhail Ahmed Director of Planning and Development 
Ms. Salfiyya Anwar Officer of Planning and Development 

 

(11) 津波復興計画(円借款)関係者 

岩間 賢一 
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第２章 調査結果要約 
 

２－１ 協議議事録の概要 

調査団と環境・エネルギー・水省（MEEW）及びモルディブ水衛生庁（MWSA）は協議を行い、

その結果、プロジェクトの基本計画及び実施体制が協議議事録（M/M）に記載され、調査団長と

MEEW Permanent Secretary、MWSA 長官、外務省対外援助局（DER）局長の間で M/M の署名・交換

が行われた。 

M/M の概要は、以下のとおりである。 

 

(1) 案件名 

モルディブ共和国下水処理及び地下水管理能力向上 

 

(2) 対象地域 

モルディブ全土 

 

(3) 裨益対象者 

MEEW 及び MWSA の職員（直接）、モルディブ国民（間接） 

 

(4) 協力期間 

2009 年 1 月から 2 年間を予定 

 

(5) プロジェクト基本計画 

1）上位目標 

下水処理及び地下水管理システムが適切に維持管理される 

 

2）プロジェクト目標 

下水処理システムに関する設計/審査及び保守/運用能力が向上する 

 

3）成 果 

1. 下水処理システム設計の技術能力が向上する 

2. 下水処理システムに関するガイドライン/標準が準備される 

3. 下水処理システムの各島における保守/運用に関する能力開発が行われる 

 

4）活 動 

1.1 MEEW 及び MWSA 職員から成る下水処理システム設計/審査のためのプロジェクトチ

ームを結成する 

1.2 適切な職員に対する設計スキル技術移転プログラムを開発する 

1.3 様々な島における下水処理システムの選択肢を調査し、適切なシステムを設計する 

2.1 提案中、計画中、実施中の下水処理システムに関する技術的情報を収集する 

2.2 モルディブにおける環境に関するデータを調査・分析し、情報システム及びデータベー
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スを構築する 

2.3 下水処理システム設計の適切なガイドライン/標準を開発する 

3.1 地方島の下水処理システムにおける様々な問題･課題を認識する 

3.2 下水処理システムの運用保守職員に対するマニュアル等の訓練資料・題材を準備する 

3.3 下水処理システムの運用保守職員に対する訓練を実施する 

3.4 地方島のコミュニティを集めた会議を開催し、環境的公衆衛生に関する自覚を向上させ

る 

 

(6) 日本側投入計画 

1）専門家 

‐総括/設計・審査 

‐保守・運用 

‐水理・水文 

 

2）供与機材 

‐地下水調査関連機材 

‐保守・運用用ツール 

‐下水処理システム設計用ソフトウェア 

‐情報システム・データベース 

 

3）研修員受入れ 

‐下水処理制度 

‐設計・審査 

‐保守・運用 

‐水文学  

 

(7) モルディブ側投入計画 

1）カウンターパート（C/P）の配置 

MEEW 上下水道局長及び担当者 3 名 
MEEW プロジェクト局長及び担当者 3 名 
MWSA 担当者 3 名 

 

2）ローカルコスト 

C/P の人件費、研修やサイト訪問に対する交通費や手当、プロジェクト実施に係る光熱費

等を負担する。 
 

3）専門家執務室 

MWSA 内事務室に執務スペースが確保される予定である。 
 

(8) 実施体制 
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プロジェクトの実施体制図は付属資料１．のとおりである。また、モルディブ側責任者及

びプロジェクト合同調整委員会（JCC）のメンバー等については以下のとおりである。 

1）責任者 

プロジェクトディレクター：MEEW 上下水道局長 
プロジェクトマネージャー：MEEW から今後アサイン予定 

 

2）合同調整委員会 

① 目 的 
プロジェクト活動計画の討議・承認 
プロジェクト活動計画に基づいた進捗確認 
モルディブ側・日本国側のとるべき措置に係る確認 
プロジェクトに関連する主要な問題点についての意見交換 
プロジェクト実施上における各種関連機関との調整 

② 開催頻度 
年に 2 回 

③ 議 長 
MEEW Permanent Secretary 

④ メンバー 
＜モルディブ側＞ 

DER 局長 
計画・国家開発省 
MEEW 次官 
MEEW 上下水道局長 
MEEW プロジェクト局長 
MWSA 長官 
MWSA 部長補 

環礁省代表者 
建設・公共インフラ省代表者 

＜日本側＞ 

チーフアドバイザー 
各分野専門家 
JICA/JOCV モルディブ駐在員事務所駐在員 
JICA スリランカ事務所所員 
その他必要に応じて JICA から配置される人員 

＜オブザーバー＞ 

在スリランカ日本国大使館 
 

２－２ 調査結果要約 

(1) 今次調査団の目的説明 

今回の調査は、モルディブ関係機関との協議を行い、協力の内容・範囲、投入規模等の基本
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計画を策定し、M/M に取りまとめ、署名・交換を行うことを目的として実施した。結果とし

て、重要事項のすべてについて合意に至り、M/M の署名・交換を行った。 

 

(2) 技術協力プロジェクトスキームの説明 

モルディブでの技術協力プロジェクトは初めてであり、当然のことながら MEEW もそのス

キームについては十分な知識を有していなかったことから、技術協力プロジェクトのスキーム

（専門家派遣、研修、機材供与）について説明するとともに、モルディブ側においても、C/P
の配置や予算措置が必要なことを説明した。また、技術協力プロジェクトにおいては、C/P の

主体的な関与が成功の鍵であることを機会あるごとに説明し、理解を得た。 

 

(3) プロジェクト開始までの全体行程案の説明 

今次事前調査においては、技術協力プロジェクト内容の詳細を固めた。また、今後は、JICA
スリランカ事務所とモルディブ政府との間で、討議議事録（R/D）の署名を実施し、2009 年 1
月からプロジェクトを開始する予定であることの合意を得ることができた。なお、当初案では、

プロジェクト期間は 1 年の予定であったが、協議を進めていくなかで、数多くの活動を行う必

要があることが明確になり、それらの活動を 1 年で実施することはかなり困難であること、ま

た、モルディブ側からも最低でも 1.5 年、できれば 2 年に延長してほしいとの強い要請がなさ

れたことから、結果的には、協力期間を 2 年とすることで合意した。 

 

(4) C/P 機関としての妥当性の確認 

要請元の MEEW 及び規制機関である MWSA のそれぞれの責任者と精力的に協議を重ね、

彼らのこのプロジェクトにかける意欲を確認するとともに、彼らから提出された組織図により、

それぞれの部署の実施業務を確認し、MEEW 及び MWSA が C/P として妥当であることを確認

した。 

 

(5) モルディブ下水処理及び地下水管理に係る検討 

1）モルディブ側の実施体制及び C/P の選定 

モルディブ側から、上下水道局の局長をプロジェクトディレクターとすること、また、プ

ロジェクトマネージャーについては、プロジェクト実施までに MEEW が選定すること、さ

らに、C/P としては、関係する 3 つの部局（MEEW の中の上下水道局とプロジェクト局及び

MWSA)から、それぞれ 3 名ずつの C/P を配置することがモルディブ側から提案された。 

 

2）MEEW の予算措置確認 

残念ながら、これについては正確な情報が得られなかったので、引き続き、JICA スリラン

カ事務所及びモルディブ駐在員による情報収集を実施する。 

 

3）他ドナーのプロジェクトの動向確認 

2004 年暮れの津波以降、JICA をはじめとして、合計 13 のドナーが、合計 38 の島に下水

道施設の建設（無償、有償双方）を実施中であるが、現在、完成しているのは、JICA のイシ

ドー・カライドー島の下水道施設のみである。7 月には、国連開発計画（UNDP）の施設 1
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ヵ所、また、8 月には、国連児童基金（UNICEF）の処理施設 4 ヵ所が稼働する予定であるが、

それ以外の施設は、種々の理由により工事が遅延している。マレに事務所を設けている UNDP、
UNICEF、国際赤十字（IFRC）、米国赤十字（ARC）、フランス赤十字（FRC）の計 5 機関を

訪問して情報交換を行ったが、各ドナーとも、JICA が実施しようとしているプロジェクトに

理解を示し、今後も引き続き情報共有をすることで合意した。 
一方、今後、稼働を開始する処理施設が増えてくることから、維持管理費をだれが負担す

るのかを明確にする必要があるとともに、島開発委員会（IDC）や島長のリーダーシップ、

島民の協力などが、適切な維持管理を進めていくうえでの成功の鍵となる。これについては、

米国国際開発庁（USAID）や ARC がワークショップを開くなどして、関係者間での経験の

共有を図ろうとしている。 
JICA の技術協力プロジェクトは、基本的には維持管理技術向上をめざしており、人員体制

整備や財源などについては、MEEW の内部努力で解決すべきというスタンスであるが、今後

は、USAID など他のドナーの動向を注視しつつ、MEEW とも積極的に情報交換することが

望ましい。 
 

(6) JCC 設置などの実施体制 

プロジェクトの円滑な実施のために、関係機関により JCC を設置することを提案し、MEEW
の Permanent Secretary が議長を務めることについて合意に至った。 

下水道施設を管轄する機関は、地方島は MEEW、リゾート島は観光・航空省と分かれてい

るが、モルディブとして統一的なガイドラインや基準を定める必要があること、また実際の環

境影響評価（EIA）申請書の審査は、MEEW の一部門が担当しているということから、観光・

航空省も JCC メンバーとすることが望ましく、MEEW の Permanent Secretary にその旨を説明

して了承を得ている。 
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第３章 現地調査結果 
 

３－１ 調査結果概要 

本件は、これまで実施された案件形成過程及びその後の議論で、JICA スリランカ事務所・モルデ

ィブ駐在員事務所の事前調整により論点整理がかなりなされていたことから、モルディブ側とは、

円滑に合意に至った。実際にモルディブ側と協議した時間は比較的短かったが、集中的に議論でき

たこと、また、モルディブ側にも、この案件を成功させようという強い意思があったことから、プ

ロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の作成や協議議事録（M/M）の内容確認については、

特に議論が紛糾することもなかった。 
 

３－２ 専門家に要求される資質  

この案件を遂行するために必要な専門家に要求される資質は以下のとおりであるが、いずれの分

野も、通常の日本の下水道施設とは異なる、島嶼国特有の下水道施設に関する各種技術指導を行え

るだけの能力を有した専門家を選定することが必須である。 

 

(1) 下水道施設設計専門家 

モルディブでは、淡水レンズという、日本では沖縄県の島嶼などでしかみられない特殊かつ

非常に脆い水循環システムが形成されている。したがって、これらの特性を十分に理解したう

えでの技術指導が必要となることから、できれば、沖縄県や海外の島嶼国での下水道施設設計

の経験を有した技術者を配置することが望ましい。 

また、下水として収集するのはトイレ排水のみか、生活雑排水も含むのか、また、イシドー・

カライドー島のように腐敗槽を各戸に設置するのか、それとも日本のように、すべての汚水を

そのまま下水管に排除するのか、さらに、処理水は海中放流するのか、地下水に還元するのか

などについては、モルディブの島を幾つかの基準により分類し、それぞれに最適な収集・処理・

処分方法を提案する必要がある。また、維持管理が容易な処理法をいくつかあげ、そのなかか

ら最適な処理法が容易に選定できる道筋を示す必要がある。その際には、(2)に示す水理・水

文の専門家と協力しながら、科学的な根拠に基づいた提案ができる能力が求められる。 

 

(2) 水理・水文専門家 

2005～2006 年に派遣された南アフリカ共和国のコンサルタントが、Alifu Atoll の 3 つの島 
（Mathieveri、Bodufolhudhoo、Himendhoo）での地下水挙動・水収支についての調査をして、

その結果を基に、それぞれの島の下水道施設の基本設計と詳細を提案している。今回の技術協

力プロジェクトにおいても、実際に、現地でカウンターパート（C/P）に地下水挙動・水収支

などについての技術を指導できる専門家を派遣する必要がある。日本において、淡水レンズに

詳しい専門家は限られるかもしれないが、これらの調査が適切になされないと、ガイドライン

や基準がモルディブの現状に沿ったものとならないことが懸念されることから、これらの経

験・技術を有する専門家の選定は必須である。 

 

(3) 維持管理専門家 

これまで環境・エネルギー・水省（MEEW）は、何がモルディブにとって適切な下水処理
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図３－２ 島の一般的な断面図 

技術かということに関する明確な方針を有しておらず、各援助機関が提案した処理法をそのま

ま承認してきた。今はまだ稼働している処理場の数は少ないが、今後、その数が増えるととも

に、様々な処理法を採用した処理場が稼働することになる。例えば、イシドー・カライドー島

の下水道施設は、ほとんど維持管理を必要としないが、国連児童基金（UNICEF）の援助で建

設された下水道施設は、複雑なシステム（収集方式が通常の重力式ではなくて真空式排除方式。

また、処理法は回転円板法と活性汚泥法)を採用していることから、幅広い範囲の維持管理技

術を一通り知っている専門家であることが望ましい。さらに、MEEW が中心となって維持管

理の持続性を担保するための財政支援や組織制度構築を今後、進めていく際に、維持管理の現

場の視点に立った提案ができることが求められるであろう。 

一方、住民に対して、下水道の必要性を十分に理解してもらうために各種住民説明会を開催

することになるが、その際には、上記 2 名の専門家の協力も得ながら、理論的な裏づけのある

説明をすることにより、住民を説得することが求められる。例えば、住民が処理水を地下に還

元することに反対する場合が多いが、水収支上、また水質改善上、どちらがより好ましいかを、

各種データを使って理解させることが重要である。 

 

３－３ 下水処理の現状と課題 

３－３－１ 下水道施設建設 

(1) 海外援助機関 

2004 年の津波以降、JICA、国際協力銀行（JBIC）をはじ

め、合計 13 のドナーが合計 38 の島に下水道施設を計画した

が、2008 年 6 月時点で事業が完了したのは、日本の無償資

金協力によるイシドー・カライドー島のみであり、それ以外

はまだ完成に至っていない。今後は、7 月末に国連開発計画

（UNDP）の援助によるダンビドォ島の下水道施設が完成す

ることになっており、2008 年末には 4～5 ヵ所の下水道施設

が稼働する予定である。 

 

(2) モルディブ政府自身の取り組み 

1）環境・エネルギー・水省（MEEW） 

第 7 次国家開発計画（2006～2010 年)では 12 の

目標を定めているが、このうちの 5 つ目が「自然

環境を保全し、人々の資産を守る」としており、

そのなかで、「人口が 2,000 人を超える島のすべて

に下水道施設を敷設する」としている。これを受

けて、2007 年 11 月 27 日に契約を締結したスリラ

ンカとモルディブの共同企業体（JV）のコンサル

タントが、10 島について概念設計を完了させ、現

在、詳細設計を行っている。一方、16 島に対して

は、オランダとモルディブの JV が同様の業務を

受注しており、現在、これらの島に対しての調査を開始したところである。人口 2,000 人

図３－１ Dhuvaafaru 島の開発計画 
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以上の島は、1985 年では 8 つであったが、2006 年には、16 と倍増している。 

また、2,000 人以上の島に住む人口は、15 万 9,451 人と全体の半分以上を占めていること

から、この方針は水質汚濁源を削減するうえで有効な手段といえる。 

これらの調査は 2008 年末に完了するとされているが、この後、その設計内容がモルディ

ブにとって適切かどうかについて審査する必要があることから、MEEW は、この点につい

て日本側の技術協力を強く望んでいる。ただし、設計後の施設建設に必要な事業費の手当

は今のところなされていないため、今後はこれらの案件を MEEW が承認した後、財務省

に個別に協議して、資金の手当を受ける必要がある。 

 

2）計画・国家開発省 

同じく第 7 次国家開発計画において、10 の島をセイフティアイランドとして開発するこ

とを予定しており、計画・国家開発省が担当している。その目的は、主に自然災害から島

を守るために、特定の島に社会基盤整備を集中的に投入して、小さな島の島民を自発的に

この島に移住させることを目的としており、これらの構想が実現されると、今後とも、人

口の集中化は進んでいくことが予想される。これらの島のインフラ整備のなかには、当然、

下水道施設も含まれている。2006 年時点で提案されているセイフティアイランドは、以下

の 7 島である。 

① H Dh. Nolhivaranfaru 
② R. Dhuvaafaru 
③ L. Gan 
④ M. Muli 
⑤ Th. Villufushi  
⑥ Dh. Kudahuvadhoo 
⑦ GA. Villingili 

このうちの Maalhosmadulu Atoll にある Dhuvaafaru 島の例を図３－１に示す。現在は無人

島であるが、この島に 3,500 人を定住させる計画があり、開発中である。 

また、一般的な島の断面図を図３－２に示す。 

 

3）リゾート島 

リゾート島の開発は、津波以降は一時、進んでいなかったが、最近はまた、開発の速度

が速くなり、2008 年現在、計画中のものを含めると 135 島にリゾートが建設若しくは建設

中となっている。リゾート島は原則 30 年契約でのモルディブ政府からの借地であり、こ

の期間が過ぎると更地にして国に戻すことや、施設の改築などが進むことから、引き続き、

下水処理施設整備に関する堅調な需要が、見込める。 

リゾート島の下水道施設を含めた各種申請はすべて観光・航空省が窓口となっている。

下水道施設について、開発業者から提出された環境影響評価（EIA）は通常、EIA セクシ

ョン担当者 2 人でその内容を評価し、2 週間後に、“Decision Paper”を付して事業者に戻し、

必要があれば、何回か書類のやりとりをした後、承認されることになっている。しかし、

現時点で下水道施設の放流基準が定められていないため、どういう基準で、EIA セクショ

ンが承認をしているかは不明である。 
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３－３－２ 維持管理 

(1) 他の援助機関の動向 

1）米国赤十字（ARC） 

2008 年 2 月 3 日に、ARC が敷設した下水道施設の適切な維持管理をどうするかについ

ての ARC 主催のワークショップが開催されたが、その議題は表３－１のとおりであった。 

 

表３－１ ARC 主催ワークショップ式次第 

議 題 具体的内容 

1．各島の公共

サービスにつ

いての組織的

枠組み 

（1）島事務所と島開発委員会(IDC)との関係 

（2）日々の業務(給料支払い台帳、予定、調達など) 

（3）能力開発 

（4）政策決定 

（5）運転監視 

（6）コマンドゥ島での事例紹介 

2．ルールと規則 （1）ルールと規則の必要性(利用者の苦情、将来の拡張計画、使用料レベルと適

用) 

（2）ルールに盛り込むべき内容とその手続き 

（3）ルールを決める際の住民の参画 

（4）支払わない利用者と新規接続者への強制メカニズム 

（5）政策決定 

（6）コマンドゥ島での事例紹介 

3．料金の請求

と徴収方法 

 

（1）毎月の請求書の作成方法 

（2）請求書の配布方法、配布予定、記録保存 

（3）集金/領収書発行、記録保存と日々の調停 

（4）滞納者に対する追跡調査 

（5）人々への支払い周知活動、頻度、内容 

（6）コマンドゥ島での事例紹介 

（7）均一料金徴収からの改善方法 

4．維持管理 （1）運転記録、記録すべき内容、記録を適切な維持管理を行うための誘因とす

るための工夫、必要な保守業務の画定と機器更新頻度、実施した保守作業の

記録 

（2）在庫量を最少とするための在庫管理と発注方法 

（3）利用者の関心と苦情の把握、苦情記録、解決するための責任体制の明確化

5．下水道施設に対するアクションプラン作成 

6．上記問題点を解決するために参考となる電気・水道施設視察 

 

2）米国国際開発庁（USAID） 

USAID の援助により Faadhippolhu Atoll の Hinnavaru 島と Naifaru 島の脱塩施設が2008年

に完成したが、モルディブにおいて、コミュニティが公共サービスを持続的に管理する際、

成功に導く要因は何かを明らかにすること、また、関係者が、採用された方法とその限界

についての経験を共有することを目的に、USAID と MEEW との共催、また、国際赤十字

（IFRC）、UNICEF、ARC の後援により“Sustainability Issues in Community Utility Services 
Experience in Maldives Water Sector”のワークショップが 2008 年 5 月 7、8 両日に、モルディ
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ブ政府関係者、各援助機関、非政府組織（NGO）、島コミュニティなどを対象に開催され、

USAID、IFRC、UNICEF、ARC が、それぞれの経験を発表した。その内容は表３－２のと

おりである。ここでの議題は主に脱塩施設の適切な維持管理をどうするかという点が中心

であったが、住民に対する公共サービスという点では、脱塩施設も下水道施設も同じ位置

づけとなることから、その結果は大いに参考になると思われる。 
 

表３－２ USAID 主催のワークショップ式次第 

月日 時間 内 容 発表者/講師 

20:00 招待者到着 
外務省(MOFA)挨拶 副大臣 
MEEW 基調講演 大臣 
USAID 挨拶 Mission Director 

20:15 

持続的な公共サービスを実施するうえで

の政府の役割 
MEEW 

21:15 飲み物と夕食 

5 月 7 日 

21:45 閉会 
08:00 ワークショップ開始 

歓迎挨拶とワークショップ内容紹介 USAID 
開会の辞 DER/MOFA 
開会の挨拶 MEEW Permanent Secretary 

08:30 

ワークショップの進め方の説明 ファシリテーター 
08:45 持続性を担保するための必要要素（30 分） USAID 
09:15 USAID のモルディブでの経験 USAID 
09:45 小休止 
10:00 IFRC のモルディブでの経験（30 分） IFRC 
10:30 UNICEF のモルディブでの経験（30 分） UNICEF 
11:00 グループディスカッション（45 分） Lhaviyani 島民、IFRC、UNICEF
11:45 昼食 
13:00 東南アジアでの経験 Eco Asia 
13:30 問題解決上での制約と代替案 討議 
14:00 成功例の紹介 コマンドゥ島の代表 
14:30 島の事業に対する財政上の検討 モルディブ銀行 
15:00 小休止 
15:15 今後の島による管理に対する政府の介入 MEEW 
15:45 島の公共サービスの持続性を確保するため

の計画づくり 
アメリカ赤十字 

16:00 ワークショップまとめ International Water Management 
Institute（IWMI）（NGO）代表 

16:15 参加者コメント 参加者 

5 月 8 日 

16:30 謝辞と閉会の辞 USAID 
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(2) 個々の島の事例 

1）イシドー・カライドー島 

イシドー・カライドー島は 2007 年夏に施設が完成し、現在、6 名の職員が下水道施設の

維持管理を行っている。これら 6 名の人件費及び作業員詰所の電気代は、MEEW が負担し

ているが、下水道施設の維持管理に必要な電気代は住民が負担している。ただし、下水道

使用料という形で負担をしているのではなく、毎月、住民から集めた電気代のなかから、

その費用を捻出している。今のところは大規模な修繕は必要となっていないが、もし、問

題が起きた場合は、作業員から島事務所を通して MEEW に連絡し、MEEW がその費用を

負担することとなっている。 
 

2）ダンビドォ島 

イシドー・カライドー島に隣接したこの島では、UNDP の支援により下水道施設が敷設

され、7 月末に完成する予定である。現在、島事務所では、3 名の作業員を雇用する計画

としており、新聞広告により募集中で、7 月末までには決まる予定である。8 月から 3 ヵ

月、作業員の訓練も兼ねて試運転を行い、その後、すべての施設を政府に引き渡す予定で

あるが、この 3 ヵ月の試運転及び作業員の人件費は UNDP が負担することとなっている。 

この島では、計画時点から住民説明会を重ねてきており、住民は施設運転開始後、各家

庭は毎月 50 ルフィア（Rf）を電気代に上乗せして IDC に支払うことに 99％の住民が賛成

している。また、UNDP は 5 年分の修理部品も一緒に引き渡すこととなっており、当面は、

大規模な修繕費用などは発生しないはずである。ただし、隣接のイシドー・カライドー島

は下水道使用料の名目での料金徴収は行っていないことから、住民のなかで料金徴収に反

対する者が出てくることも予想される。 

 

3）コマンドゥ島 

この島では、脱塩施設、下水道施設、電気、ケーブルテレビ、電話の合計 5 つのサービ

スを IDC が住民に提供している。水道については、脱塩施設から給水管を経て各戸給水と

なっており、量水器に基づいた水道料金 80Rf/ｍ3を住民は支払っている。これらの施設の

通常の維持管理には特段、高度な技術は必要としないことから、地元住民を訓練して雇用

しているが、問題が起きた場合には、リゾート島で働いている技術者に応援を頼む体制が

整っている。この体制は MEEW の指導によるものではなく、島長と IDC メンバーの強い

指導力の下に実施されている。 
 

4）空港島 

空港島にある空港施設は、Maldives Airport Company がすべてを管理しているが、ここで

はすべての建物に腐敗槽を設け、そこを経由した処理水は海に放流しているが、新しいタ

ーミナルが完成した際には、そこで発生した汚水は、英国のコンサルタントの設計により既

に建設された回転円板法の処理施設で処理した後、空港の中の灌漑などに利用する計画を

もっている。これとは別に空港内のケータリングサービスなどで発生した汚水は、やはり回転

円板法を用いた処理施設で処理した後、灌漑などに利用している。また、シンガポール航

空 38％、政府 62％の資本により建設された空港ホテルは、独自の処理施設を有している。 
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5）リゾート島（約 100 島） 

リゾート島の下水道施設については、各リゾート島に設置した脱塩施設を管理している

機械･電気技術者が、これらの下水道処理施設も併せて維持管理しており、技術的には問

題ないと推定されるが、先進国の先端技術をそのまま導入している例もみられ、実際、こ

れらの施設が適切に稼働しているかどうかについては、本来、処理水を監視すべき機関が

存在しないため、全く情報がない。 

建設前に提出した EIA には、建設中及び施設完成後にゴミの発生量、電気発生量と使用

量、水の製造量と使用量、周辺の井戸の水質結果など、モニターする項目が決められてお

り、施設完成後は、半年に 1 回、事業者はその結果を報告する義務を有しているが、EIA
の担当者に聞くと、いままでその報告を受けた例がないとのことであり、この規定は有名

無実化している。 

 

３－３－３ 下水道普及率 

モルディブでは、空港島の下水道施設を除き、これまでは、海外援助機関の支援により下水道

施設の整備が実施されてきたが、今後は、モルディブ政府自身が各種国家計画に沿って、下水道

施設の整備を進めていく必要がある。 

これまでに計画・実施されてきた下水処理場のある島の数は、64 島であるが、それを人口規模

別に示すと表３－３のようになる。これを見ると、仮にすべての島の施設が完成したとしても、

人口に対する下水道の普及率は 40％程度である。今後、普及率を上げるためには、個々の島の対

策も重要であるが、首都のあるマレ島及び新規に開発が進んでいるフルマレ島、及び 7,000 人近

くが住んでいる隣接のヴィリンギリ島の下水道施設を整備することが必須である。 

また、64 島のうち、実際に施設が完成しているのは、わが国が支援したイシドー・カライドー

島及びモルディブ独自で整備した空港島の合計 2 島のみであり、それ以外は、まだ現地調査中で

具体的な施設設計がなされていないものから、近日中に完成するものまで幅があり、MEEW が審

査すべき設計図書がかなりあると推察される。 
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表３－３ 下水道普及率 

モルディブ全体 

(1) 

下水道施設が計画・整備されている 

地方島 (2) 

下水道整備割合

（％) 

(3)=(2)/(1) 

海外援助機関 モルディブ独自 

人口規模 

島の数 人口 
島の数 人口 島の数 人口 

島の数 人口 

0～499 78 21,882 3 898 1 260 5.1 5.3 

500～999 59 41,279 5 3,623 5 3,001 16.9 16.0 

1,000～1,999 48 65,489 16 23,233 18 25,480 70.8 74.4 

2,000～2,999 10 24,695 7 17,178 3 7,256 100.0 98.9 

3,000～4,999 3 11,146 3 11,146  100.0 100.0 

5,000～6,999 2 13,954 1 6,998  50.0 50.2 

7,000～9,999 2 17,101 2 17,101  100.0 100.0 

10,000＜ 1 92,555 0  0.0 0.0 

合 計 203 288,101 37*1 80,177 27*2 35,997 31.5 40.3 

(人口：2006 年国勢調査による) 

*1:海外援助機関の対象島の数は 38 であるが、1 つの島に２つの援助機関が援助をしている島が１つあることから、合計数は 37 と

なる。 
*2:MEEW が実施する予定の島の数は合計 26 であるが、これに空港島を１つ追加している。 

 

３－３－４ 放流基準・環境基準 

(1) 放流基準 

1）これまでの経緯 

南アフリカ共和国の政府支援により、南アフリカ共和国のコンサルタント会社である

“South African Water Sector”が、津波によって被害を受けたモルディブの上下水道部門の建

て直しのために、20 万ドルの予算で、2005 年 8 月から 2006 年 6 月まで、各種支援を行っ

たが、そのコンポーネントの一つとして、当時、モルディブ水衛生庁（MWSA）の長官だ

ったシャヒーダの指揮により、素案が作成された。その後、2007 年 9 月に、MWSA の長

官となったモハメド・アリが基準作成のための協議会を開催し、上記素案を保健省、農水

省、法務省など関係機関に提示した。その協議会参加者からは、その会議の場で問題ない

との意思表示がされたが、参加していなかった機関については電話又は FAX で回答を得る

こととし、最後の回答は、2008 年 2 月に農水省から、「問題なし」との FAX を得ている。

これにより、関係機関のすべてから「問題なし」の意思表示がされたことから、あとは法

的な手続きを進めればいい段階となっている。 

 

2）MWSA の考え方 

放流基準を作成するのは MWSA の業務であるが、MWSA としては、放流基準を定めて

も、実際に基準が守られているかどうかを監視することができないため、今プロジェクト

で日本の援助により水質分析機器が整備され、自分たちがその処理水の水質を監視できる

ようになった後、国としての放流基準を定めたいとしている。 
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(2) 環境基準 

環境基準策定のためには、まず、環境基準点を定め、次にその地点の環境基準値を設定す

る必要があるが、今のところ、全く何も着手していない。今後、各島の下水処理水が海域に

放流された場合には、その処理水が海域に与える影響をみるためにも、MWSA として監視地

点を決めたいという意向はもっているものの、陸上で発生したものは陸上で処分するという

大原則の下に作成されているロンドン条約1の締結国ではなく、海域の水質についてはあまり

関心がないのか、定めようとしている動きはみられない。 

 

３－４ 協力の方向性 

技術協力プロジェクトの成果としては、第２章２－１(5)に示す 3 つがあげられる。 

この 3 つの成果は、それぞれが関係していることから、専門家同士が協力して、プロジェクト目

標である「下水道施設の設計・審査能力と維持管理能力が向上する」ことに資する活動をすること

が大事である。すなわち、適切な維持管理を行うためには、維持管理が容易で費用もかからない施

設を導入する必要があり、それは成果 1 や 2 に関係してくるために、成果 1 と 2 は、相互に連携を

とって、業務を進める必要がある。 

また、今回の C/P は、MEEW の上下水道局とプロジェクト局、及び MEEW の MWSA であり、下

水道施設を建設する際のそれぞれの役割は、図３－３に示すとおりである。したがって、3 つの成

果は、それぞれ、上下水道局、MWSA 及びプロジェクト局がそれぞれ主体的に対応することになる

が、専門家同士が連携するとともに、これらの C/P も全体のなかでの個々の位置づけを確認すると

ともに、セクショナリズムにかかわることなく相互に協調して業務にあたることを期待したい。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 下水処理システム管理体制 

 

３－４－１ 設計・審査能力向上（成果 1） 

(1) 首都マレ及び周辺島（フルマレ島、ヴィリンギリ島） 

汚濁負荷量の観点からすると、人口が集中しているこれらの島の下水道施設を積極的に事

                             

1 1972 年の通称ロンドン条約（廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約）は、陸上で発生したものは陸

上で処分するという大原則の下に作成されたが、1996 年 11 月、「1972 年の廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止

に関する条約の 1996 年の議定書」が採択され、海洋投棄及び洋上焼却を原則禁止、海洋投棄をする場合はその影響の検討

を踏まえて許可を発給することとした。日本は両方を批准しているが、モルディブはどちらも批准していない。 

上下水道局 プロジェクト局  

MWSA 

コンサルタント 建設会社 島事務所/島開発委員会 

設計 建設 維持管理 

設計書提出・承認 

内容審査 

施工監理 

水質監視 

維持管理指導 MEEW 
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業化していく姿勢が望まれる。例えば、マレ島、フルマレ島、ヴィリンギリ島のすべてで下水道

施設を整備すると仮定すると、整備人口は 21 万 3,994 人、整備率は 74.3％まで上昇する。 

首都マレ島には、約 5km の下水道管と 9 つのポンプ場があり、そこで圧をかけた後、表３

－４に示すように、4 ヵ所から海中に放流されている。ポンプ場にはスクリーンがないため、

流入汚水に含まれている夾雑物もすべて海中に放流されることになる。放流管は、コンクリ

ートブロックで海底に固定しながら敷設してあり、最低でも水深 8ｍ以上の海底で放流して

いる。また、年 3 回、すべての放流管を調査し、亀裂や不具合が生じた場合は、修理を施す

こととしている。MEEW もその重要性は十分認識しているものの、下水道施設を建設するま

とまった用地がほとんどないこと（仮に活性汚泥法を採用した場合の概略必要面積は約 3ha
である）、また、巨額な事業費がかかることが想定されるが、これを負担する目処がたって

いないことから、具体的な計画はまだ何も決まっていない。もし、仮にこれらの事業を実施

するとすれば、モルディブ水衛生公社（MWSC）が担当することとなる。 

 

表３－４ 放流管の基本情報 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
放流地点 延長(m) 放流点水深(m) 管径(mm) 

1 88 45 225 

2 15 17 250 

3 12 8 280 

4 214 18 280 

図３－４ マレ島の下水放流箇所 

2 

3 

4

1
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一方、フルマレ島については、上下水道の事業主体は MWSC であることが確定しており、

また、下水道施設用地は既に確保している（現在はその用地の一部に脱塩施設が設置されて

おり、そこから島に給水されている）。ただし、フルマレ開発公社（HDC）の話では、人口

がまだ 5,000 人程度であることから、施設建設をしても採算があわないという理由でまだ下

水道施設計画は具体的になっておらず、マレ島と同様、トイレ、生活雑排水ともすべて無処

理のままφ250mm のパイプで海中に放流されている。 

 

 

 

 

(2) 既に計画されている島の進捗状況の確認 

2004 年暮れの津波以来、3 年半が経ったが、現時点では、JICA が実施したイシドー・カラ

イドー島のみが下水道施設が稼働している状況である。そのため、まず、MEEW に提出され

たすべての下水道施設の計画を調べ、遅延している理由と、その原因を取り除くためには何

をするべきかを調査することが第一である。これらについては、３－４－２に示すガイドラ

インの作成の基礎資料として生かすことができる。 

各援助機関が提案している下水道施設は、設計内容が既に確定しているものが大部分であ

ると想定されるが、まだ、設計内容が確定していないものも幾つかあることから、これらの

島については、新しいガイドラインに沿った施設設計に変更できないかを検討する。また、

MEEW が独自で施設設計を策定することとしている 26 の島については、MEEW の職員と一

緒に、提出された設計内容の見直しを実施することにより、彼らの審査能力の向上を高める

ことができる。 

 

３－４－２ ガイドライン、基準策定（成果 2） 

MEEW が関与してきた各島に関する社会・環境・文化的特徴や水理・水文や水質に関するデー

海中放流 

処理場用地 

図３－５ フルマレ島開発計画 
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タ、それぞれの島で提案されてきた下水道施設に関する情報を収集することが第一である。次に、

これらの情報をデータベース化するととともに、これらの島を幾つかの判断基準により幾つかに

分類し、それぞれの島に最適な下水道施設設計に関するガイドラインを作成する。ガイドライン

という形で明文化し、それを責任機関がモルディブの基準として承認することにより、技術協力

プロジェクトが完了した後も、MEEW が独自に実施できるようになる。 

また、放流基準についても、MWSA としては、現在の施設がどの程度の基準となっているかを

モニターしてから、正式な基準としたいという意向であることから、各種データを収集し、南ア

フリカ共和国のコンサルタントから提案された値が妥当かどうかを検証し、最終的にはやはりガ

イドラインと同様、国の放流基準として決めることが望ましい。 

 

３－４－３ 保守・運用能力向上（成果 3) 
今はイシドー・カライドー島にしか稼働している処理施設はないが、今後、続々と完成する予

定の下水道施設を適切に運営することが、今以上に重要になってくる。ただし、各援助機関が提

案してきた処理施設は、対象汚水、処理方法、放流先が千差万別であるという問題点を抱えてい

る。 

しかしながら、各種データを記録・保管・分析する作業は、いずれの場合も共通であることか

ら、まず、これらの基本作業を徹底させるとともに、各島独自の特性に応じた作業項目を洗い出

し、それぞれに対応した維持管理方法を教材の形にまとめ、新しく維持管理を始める際に、維持

管理要員の訓練に使えるようにする。 

一方、適切な維持管理実施のためには、住民の理解と協力が必須であることから、計画時点か

らの住民を巻き込んだ取り組みを実施するとともに、地方島の住民を集めた会議を開催し、環境

や公衆衛生に関する自覚向上を促す活動を行う。また、MEEW が取り組むべき組織・制度、財政

支援などについても、適宜、アドバイスをするとともに、この問題に真剣に取り組んでいる USAID
や ARC と緊密な連絡をとりながら、事業を推進していくことが重要である。 

 

３－５ その他関連事項 

３－５－１ MEEW 大臣襲撃事件 

MEEW の大臣である Mr. Ahmed Abdulla が 6 月 15 日に、クルドフシ島を訪問し、アトール事

務所で知事や幹部職員と会合をもっていた際に、50 名程度の住民が事務所に乱入し、大臣を口汚

く罵り、その後、大臣はジェッティに引きずり出され、住民が投げつけた物が頭にあたり怪我を

したため、マレーシアに緊急輸送され、治療を受けていたが、このほどモルディブに戻り、引き

続き治療を続けている。 

この島には、約 7,000 人が住んでおり、アジア開発銀行（ADB）の支援により下水道施設整備

がされることとなっていた。ADB の当初の計画では、腐敗槽を経由したブラックウォーターのみ

を処理する予定であったが、MEEW は、マレと同様に、腐敗槽を経由しないで、すべての汚水を

集めて、無処理で海中放流するべきだと言い出したため、ADB では、腐敗槽の有無、グレイウォ

ーターの取り扱いの違いにより、合計 4 通りの収集方法を検討したが、MEEW の提案する方法で

は、管の埋設深が深くなるため中継ポンプ場が幾つも必要になり、事業費が高くなることが判明

した。そのため、ADB では、別のコンサルタントを雇用して、MEEW が主張する収集方法によ

る設計までは行うこととしたが、それ以降は資金の手当がつかないことから、実施しないことと
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したため、MEEW の自己資金により事業を実施することとなった。そのため、工事が大幅に遅れ、

未だ着工されていないことから、これに業を煮やした住民がその怒りを大臣にぶつけたのが、そ

の理由であるとされている。 

 

３－５－２ Civil Service Act の制定 

(1) 概 要 

モルディブには約 3 万 5,000 名の公務員がいるが、定年がないことによるいびつな年齢構

成と人件費の増加、非効率化、また、特定の政治家との癒着による汚職が横行していたこと

から、Democratic Reform Agenda の一環として、2007 年 5 月に Civil Service Act が制定され、

2008 年 5 月 1 日から、この法律が発効した。また、事業を円滑に推進するために Civil Service 
Commission が設立されたが、これまでは大統領府の Public Service Division が有していた公務

員の人事権と罷免権、また、給料や報酬の決定権をこの委員会が有することになった。 

MEEW も含めてモルディブの公務員は、一部の幹部職員を除いてあまり働かない傾向があ

るが、こういう制度改革により、透明性の高い人事制度の導入が進むことで、少しずつでは

あるが、より効率的な組織となることが期待できる。 

また、これ以外に、別の法律で、公務員に対してボンド制が導入され、海外留学や海外研

修などに派遣する場合には、所属省と契約書を交わし、帰国後も一定期間は必ずその職務に

戻ることが義務づけられ、それを犯すと、まず、上記委員会で裁定され、それでも結論が出

ない場合には、裁判所が最終的な判断を下すこととしている。 

 

(2) 主な改革点 

1）定年制の導入 

65 歳を定年として、いびつな年齢構成を是正することとした。また、55 歳時点で、早

期退職をするか、65 歳まで働くかを選ぶことができる。ただし、大統領が許認可権を有し

ている職である副大臣、大統領 Executive Secretary、軍隊、政府が出資している会社の従業

員は、この法律の対象外である。 

 

2）政治活動の禁止 

公務員が政治的活動をすることを禁止した。これに従わない場合は、上記委員会で罷免

することができるが、一方、その決定に不服な場合は、裁判所に訴えることが可能となっ

た。 

 

3）各省への Permanent Secretary の配置 

副大臣と同格の Permanent Secretary を 5 年の任期で配置することとしたが、副大臣が政

治的・政策的な判断をするのに対し、この Permanent Secretary は、大臣が決めた方針に従

って、事業を実施する最高責任者としての位置づけである。MEEW でも 5 月 1 日から、ま

だ 30 歳代の Mr. Ahmed Saleem が着任した。彼は、それまでは MEEW の環境研究センター

（ERC）の長であったが、Permanent Secretary の公募に応募し、8 名の応募者の中から過去

の経歴、面接などを経て選ばれた。 
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4）各職務に必要な資質の明確化 

政治家の口利きにより、ポストの業務を実行できない職員がそのポストにつくことを防

ぐため、各職務に必要な資質を明確にしたが、これにより、その業務内容を遂行できる職

員のみがその職につくことが可能となり、情実人事が減ることが期待できる。選考基準は、

より高度な教育であり、それが同じ場合は、その分野に関する経験となっている。 
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第４章 プロジェクトの実施妥当性 
 

４－１ 相手国政府政策上の位置づけ 

ヘルスマスタープラン及び第 7 次国家開発計画において、水・環境衛生分野は重点分野とされて

おり、このなかでも特に下水処理の各島における実施は、安全な水の提供と環境保全のために必要

であると明記されている。 

 

４－２ わが国援助政策及び JICA 事業展開計画との関連 

気候変動による海面上昇の影響を大きく受ける当国において、環境課題を解決する本案件は、わ

が国の援助方針と合致するものである。また、JICA の事業展開計画においては「開発課題」として

基礎社会インフラ整備を掲げており、環境保護の観点から下水処理施設の適切な運営を支援するこ

ととしている。 

 

４－３ 他の援助スキーム・援助機関との関係 

国際協力銀行（JBIC）がモルディブで開始した円借款「津波復興計画」プロジェクトは、津波で

被災した地方島において港湾施設及び下水処理システムの改修・再構築を行うものであり、本案件

とは下水処理状況や設計情報などの情報共有、ガイドライン/標準作成時の意見交換など連携を図っ

ていく必要がある。 

 

４－４ 評価 5 項目による事業評価分析結果 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切だと判断される。 

 

(1) 妥当性 

本案件は以下の理由から、妥当性は高いと判断される。 

・モルディブの国家開発計画にて重点分野として認識されており、またわが国の援助方針及び

JICA の事業展開計画とも整合している。 

・これまで、ラーム環礁のイシドー・カライドー島にノンプロジェクト型無償資金協力で、援

助機関の支援で唯一稼働している下水処理システムを導入した実績を有し、日本の技術力を

生かすことができる分野で、日本の技術優位性も高い。 

・地方島におけるインフラ整備は十分に行われておらず、下水処理についても適切に実施され

ていないため、レンズ水と呼ばれる地下水の汚染が進んでいる。地下水は地方島住民にとっ

ての貴重な生活必要水であるので、地域住民及び環境・エネルギー・水省（MEEW）はこの

地下水の保全をめざしており、これらのニーズと合致する。 

 

(2) 有効性 

本案件は以下の理由から、有効性が見込まれる。 

・下水処理を管轄する MEEW とその実施機関であるモルディブ水衛生庁（MWSA）の職員を

ターゲットグループとし、彼らの審査能力の向上が指標として設定されており、プロジェク

ト目標の設定は明確である。 

・下水処理システム設計に関するガイドライン/標準を準備するとともに審査官の技術能力を
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向上させることによって、今後の下水処理システム提案に対する適切な審査が行われること

になるため、成果と目標の整合性はとれている。 

 

(3) 効率性 

本案件は以下の理由から、効率的な実施が見込める。 

・情報収集・分析、トレーニングの実施、及びデータベースの蓄積等の活動が十分に練られて

いるため、下水処理システム設計能力の向上、ガイドライン及び標準の作成、及び保守運用

に関する技術力向上といった成果が効率的に達成される。 

・モルディブ側にとって技術協力プロジェクトは初めてであり、カウンターパート（C/P）へ

の技術移転は慌てずゆっくり実施することが求められるため、専門家を短期でシャトル型に

派遣することは進捗の関係からも効率的といえる。また、必要な情報を収集・分析するため、

プロジェクトの開始後早い時期で、C/P の準備が整った時点で水理・水文分野の専門家を投

入するなど、投入のタイミングは適切に計画されている。 

 

(4) インパクト 

本案件のインパクトは、以下のように予測される。 

・上位目標である「下水処理及び地下水管理システムが適切に維持管理される」に関しては、

下水処理整備案件が政府内で継続的に提案されることが前提となるものの、プロジェクト目

標の「下水処理システムに関する能力向上」が実現された後、プロジェクト終了後、3～5
年以内には実現できることが見込まれる。 

・本案件にて下水処理に関する住民の意識が高まることで、それ以外にも環境保護の意識や、

衛生に関する意識が高まることが期待できる。 

 

(5) 自立発展性 

本案件は以下のとおり、自立発展性が見込まれる。 

・ 政策・制度及び財政面 

本案件は、第 7 次国家開発計画において、水・環境衛生分野は重点分野と位置づけられて

おり、各島における下水処理の実施によって地下水の保全を通じて安全な水の提供と環境保

全を行うものである。このため、下水処理施設設置に関する省及び実施機関のコミットは高

く、継続的な政府予算確保も期待できる。 

・ 技術面 

本案件では、下水処理システムの普及促進を図る目的で、モルディブの実情を十分に理解

し、シンプルなシステムを推奨することを基本としており、技術的に複雑なものを期待して

いない。このため、技術移転については比較的容易であり、技術能力の普及も十分に可能で

あると判断できる。 
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第５章 プロジェクト実施における留意点 
 

５－１ カウンターパートの動機づけ 

モルディブで技術協力プロジェクトを実施するのはこれが初めてであるが、カウンターパート

（C/P）となる環境・エネルギー・水省（MEEW）の主体性がプロジェクトの成否にかかわるとい

うことを何度も説明して、彼らもそれを理解してくれていると思われる。一方、MEEW やモルディ

ブ水衛生庁（MWSA）の実際の実力は、2008 年 3 月まで MWSA に配属されていた協力隊員の説明

によると、「中学生の理科が理解できるかどうか」のレベルであるとのことであり、それを引き上げ、

彼らが自分で設計審査ができ、また、調査結果を分析してガイドラインにまとめる能力を身につけ

るには、かなりの時間がかかることが想定される。先の協力隊員は月 1 回程度の勉強会を開催して、

彼らの基礎知識の向上を図ろうとしたが、今はだれもそれを引き継いでいない。 

本来、技術協力プロジェクトは、専門家の役務提供は求められていないが、最初は、そこから始

めざるを得ないと思われる。ただし、あくまでも主役は MEEW であることはいうまでもないこと

から、いかに彼らの意欲を高め、動機づけを高めるかが重要である。 

Civil Service Act が 2008 年 5 月 1 日から新しく施行され、公務員も以前に比較して、より厳しく

実績が問われ、また、容易に民間に転職できる時代ではなくなってきていることから、日本の専門

家からの技術移転を真摯に受け止め、彼ら自身が能力向上に努めてくれることを期待したい。 

 

５－２ 携行機材及び供与機材 

機材については、現在のところまだ要請が出されていないが、高額な機材やパソコンソフトを供

与した場合に、それを使いこなせるか、故障した場合に修理できる代理店があるか、また、薬品な

どの消耗品の補充の予算化が可能かどうかなどを、総合的に勘案して決めることが大事である。 

 

５－３ ワークショップやセミナーの開催 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の中には記載されていないが、MEEW などを含

む合同調整委員会（JCC）のメンバー機関や他の援助機関を積極的に招いて、ワークショップやセ

ミナーを開催し、情報発信に努めてほしい。その際には、MEEW の C/P に企画・立案させ、また、

進行管理やプレゼンテーターも彼らに任せることにより、彼らの能力向上を目に見える形で示すこ

とも、彼らのやる気を起こす一つの方法として一考に値する。 

また、各島での説明会においても、C/P の主体性を生かした方法を工夫してほしい。 

 

５－４ モルディブ政治情勢報告 

大統領選挙が実施される予定であり、現在の準備状況では 2008 年 10 月 10 日に行われる公算が強

い。新憲法に大統領の三選禁止が謳われていることから、憲法制定後に正式な日程が決定されるこ

とが予想される。 

国会議員選挙も大統領選挙に引き続き行われる予定であるが、大統領選挙が遅れている関係で、

当初12月中旬に実施予定であったものの、12月後半若しくは2009年1月初旬になると予想される。 

これに関して、2008 年 6 月 26 日に新憲法草案が国会を通過し、大統領の承認待ちである。大統

領府から、新憲法には警察と司法に関する条文がないことを指摘され、現在憲法改正委員会にて両

条文の国会提出準備をしており、2008 年 8 月上旬に提出予定である。国会審議を経て、大統領に再
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提出される。大統領側は、その他の条文に対して反対する理由はないことから、次回の草案は直ち

に承認されると予想されている。2008 年 7 月末若しくは 8 月上旬に大統領の承認を受けられる模様

である。発布後直ちに施行されるとのことである。 

以上の政治情勢が、プロジェクトの準備・実施に関して影響を与える可能性はあるものの、治安

状況が急激に悪化することは考えられないため、プロジェクトの開始には問題ないものと思われる。 
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Ⅱ．実施協議 
 

第１章 実施協議の概要 
 

１－１ 実施協議の概要 

本案件の実施協議は、JICA スリランカ事務所、JICA/JOCV モルディブ駐在員事務所により 2008
年 9 月に行われた。同協議では主に事前調査以降のプロジェクトのプロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）に関する変更点の有無や、プロジェクトのアドミニストレーションについてモル

ディブ側関係者と協議を行い、その結果が討議議事録（R/D）にまとめられた。 

 

１－２ 主要参加者 

＜モルディブ側＞ 

(1) 外務相対外援助局（DER） 

Dr. Hussain Niyaaz Executive Director 
Ms. Aishath Azeema Director 

 

(2) 環境・エネルギー・水省（MEEW） 

Mr. Ahmed Saleem Permanent Secretary 
Ms. Shaheeda Adam Ibrahim Director General 

 

(3) モルディブ水衛生庁（MWSA） 

Dr. Mohamed Ali Executive Director 
 

＜日本側関係者＞ 

(1) JICA スリランカ事務所 

鈴木 規子   所長 
西野 恭子 次長 
飯田 学 所員 

 

(2) JICA/JOCV モルディブ駐在員事務所 

野々部 誠 駐在員 
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第２章 協議内容 
 

２－１ プロジェクトディレクター及びプロジェクトマネージャー 

事前調査の際にモルディブ側から提案のあったプロジェクト管理体制について、更に協議を継続

し、プロジェクトの円滑な実施を目的として、下記のとおり一部変更することとなった。 

 

（変更前） 

プロジェクトディレクター 

The Director General of MEEW，Water and sewerage section 
 

プロジェクトマネージャー 

The Project Manager，appointed by MEEW 
 

（変更後） 

プロジェクトディレクター 

The Permanent Secretary of Water and Sewerage Section，MEEW 
 

プロジェクトマネージャー 

The Director General of Water and Sewerage Section，MEEW 
 
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

付 属 資 料 

 

 

１．プロジェクト実施体制 

 

２．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

 

３．活動計画表（PO） 

 

４．投入計画 

 

５．協議議事録（M/M）（2008 年 6 月 26 日） 
 
６．討議議事録（R/D）（2008 年 9 月 18 日） 

 

７．協議議事録（M/M）（2008 年 9 月 18 日） 
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１．プロジェクト実施体制 
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